
 

上峰町耐震診断事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第1条 町長は、町内にある既存建築物の所有者等が耐震診断を実施するに当た

り、これに要する費用の一部を補助することによりその実施を促進し、もっ

て震災に強いまちづくりと町民の耐震性への不安を解消することを目的に上

峰町耐震診断事業補助金を交付することとし、その交付については、上峰町

補助金等交付規則（昭和57年規則第7号）及びこの要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 耐震診断 地震に対する安全性を評価することをいう。 

(2) 所有者等 建築物の所有者及び所有者に代わり耐震診断に要する費用

を負担する親族等で耐震診断を行う者をいう。 

（補助金の交付及び対象者の要件） 

第3条 町長は、所有者等に対し予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

2 補助金の対象者となる所有者等は、次の各号の一のいずれにも該当する者で

あってはならない。 

(1) 上峰町暴力団排除条例（平成24年条例第6号）第2条第4号に規定する暴

力団等に該当する者 

(2) 町税を滞納している者 

（補助対象） 

第4条 補助金の対象となる建築物は、上峰町内に存する新耐震基準の施行され

た昭和56年5月31日以前に建築又は工事に着手したもので、所有者等が自ら居

住する一戸建ての住宅とする。ただし、既にこの要綱による補助金の交付を

受けた建築物は除くものとする。 

2 前項に掲げる建築物は木造住宅とする。 



 

3 補助金の対象となる耐震診断は、佐賀県木造住宅耐震診断登録建築士が行う

診断とする。 

（補助金額） 

第5条 補助金の交付の対象となる費用は、耐震診断に要する費用（以下「診断

費」という。）とし診断費の限度額は次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 現況図面がある場合  70,000円 

(2) 現況図面がない場合 100,000円 

2 補助金の交付額は、診断費に3分の2を乗じた額とし、交付額に1,000円未満

の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第6条 補助金の交付を受けようとする所有者等は、上峰町耐震診断事業補助金

交付申請書（様式第1号）に、次に掲げる書類を添えて町長に補助金の交付の

申請をしなければならない。 

(1) 建築確認通知書の写し又は建築確認受付台帳に記載のある旨の証明書 

(2) 住民票 

(3) 登記事項証明書 

(4) 耐震診断に係る見積書の写し 

(5) 町税等納付状況閲覧承諾書（様式第2号） 

(6) 誓約書（様式第3号） 

(7) 建築物の分かる位置図 

(8) その他町長が必要と認めるもの 

2 町長は、前項の申請があった場合において、所有者等が第3条第2項第1号に

該当しない者であるかどうかについて、佐賀県警察本部に照会することがで

きる。 

（補助金の交付決定） 

第7条 町長は、前条の規定による申請があったときは速やかに内容を審査の上、

上峰町耐震診断事業補助金交付決定通知書（様式第4号）又は上峰町耐震診断



 

事業補助金不交付決定通知書（様式第5号）により、所有者等に通知するもの

とする。 

2 町長は、前項の交付決定をする場合において必要があるときは、補助金の交

付について条件を付することができる。 

（補助金交付申請の取下げ） 

第8条 所有者等は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けた後、事情

により補助事業を中止する場合においては、速やかに上峰町耐震診断事業補

助金交付申請取下届（様式第6号）を町長に届け出なければならない。 

（補助事業の内容変更） 

第9条 所有者等は、第7条の規定による補助金交付決定の通知を受けた後に補

助事業の内容を変更するときは、速やかに上峰町耐震診断事業補助金交付決

定変更申請書（様式第7号）を町長に提出しなければならない。 

2 町長は前項の変更申請書の提出があったときは当該変更の内容を審査し、適

当と認めるときは上峰町耐震診断事業補助金変更交付決定通知書（様式第8

号）により、適当と認めないときは上峰町耐震診断事業補助金変更不交付決

定通知書（様式第9号）により、所有者等に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 所有者等は、補助事業完了の日から30日を経過した日又は当該交付決

定の日が属する年度の3月31日のいずれか早い日までに上峰町耐震診断事業

完了実績報告書（様式第10号）に、次に掲げる書類を添えて町長に報告しな

ければならない。 

(1) 耐震診断結果報告書の写し 

(2) 耐震診断に係る領収書の写し 

（補助金の額の確定） 

第11条 町長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告

に係る補助事業の成果が補助金交付の決定の内容及びこれに付した条件に適

合するものであるかどうかを調査確認し、適合すると認めたときは交付すべ



 

き補助金の額を確定し、上峰町耐震診断事業補助金額の確定通知書（様式第

11号）により、所有者等に通知しなければならない。 

（補助金の請求及び交付） 

第12条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた所有者等は、上峰町

耐震診断事業補助金交付請求書（様式第12号）を町長に提出し、補助金交付

の請求をするものとする。 

2 町長は、前項の請求に基づき補助金を交付するものとする。 

（補助金交付の取消し） 

第13条 町長は、所有者等が次の各号の一のいずれかに該当した場合には、補

助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 対象者の要件に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第14条 町長は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金の返還を

命ずることができる。 

（補則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


